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第2回連結納税の企業対応動向調脊の課題
ー一—平成15年東京証券取引所第 1 部上場会社他より
大倉雄次郎
はじめに
本稿は平成14年度から新導入の連結納税制度の企業の対応動向を把握
し，これらに関する今後の在り方を理論的且つ実務的に提言することを目
的として，文部科学省から平成14・15年科学研究費補助金の交付を受けて
行っているものであり， 2回目の平成15年度の連結納税に関する回答の結
果と分析のうち，単純集計と前年比較，上場分類については，初回 1)報
告した。
そこで今回は連結納税制度の導入意向， 日本経済団体連合会経済法規本
部税制委員会の会貝と非会員の 2分類，国内100%子会社数の多寡による
クロス集計分析の結果と今後の課題を中心に論じることとする。
なお調介概要（再掲）は次の通りである。
(1)調査対象：東京証券取引所第 1部上場会社及びその他会社計1,674社
（日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会130社がこの調在対
象に含まれている）
(2)調究方法：アンケート調究を郵送し郵送・ FAXで回答を得た。
(3)回答：平成15年10月の 1カ月間
1)関西大学商学論集「第2回連結納税の企業対応動向調在の集計と分析結果」（第
48巻 6号， 2004年2月 1-28頁）で報告したので，それを参照されたい。
26 (26) 第 49 巻第 1 号
(4)有効回答： 270社（回答率16.1%) 
（日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会会員48社（回答率
36.9%))がこの有効回答に含まれている。）
有効回答270社の概要
（イ）国内子会社数 平均41社．最大1,052社，最小 0社中央値37社
（口）国内100%子会社数 CI平均15社，最大211社，最小 0社 中央値15社
② 100%国内f会社数の社数 10社未満の会社： 184社 10社以上
の会社： 28社， 20:社以上の会社： 15社， 30社以上の会社： 41社，無
回答： 2社
（ハ） t場分類 ① SEC基準会社： 15社 ⑫）東点証券取引所第 1部L場
会社（東証 1部）： 183社 (3)東京証券取引所第 2部L場・店頭登録
会社（東証2部）： 38社 (4)未上場会社： 34社
I . 連結納税制度の導入意向によるクロス集計分析
連結納税制度の導人意向の(i)付加税廃止にかかわりなく早期導人した(?〗
付加税廃止の時点で導人の予定である③いずれ時期を見て導人することに
なる。④導人か否か迷っている⑤導人の予定はない の5分類である。
(1) 100%子会社連結範囲
早期導人した会社が， 100%の範囲について大変望ましいが42%である。
そして導入か否か迷っている会社と導人の予定はない会社が夫々わからな
いが53%, 51 %である点に大きな差がある。
IQ1s 連結範囲について100%:+会社に限定される事についての意見
80 80 90 翌： 1~ 無 総 80 80 90 象 琵 無 総％ ％ ％ ％ ％ ％ 
以 占 以
ら し 恒l 以 占 以
ら し 回な な
上 上 し、 し、 答 計 上 lこ し、 し、 答 ,¥I" 
いずれ時期をみて導入 6 5 5 14 13 43 いずれ時期をみて導人 0140 0.116 0.116 0,326 0,302 1 
早期導入した C ）｀ 2 4 8 19 早期導人した 0263 0.105 0.211 0.421 1 
付加税廃 I~.時点 4 I 3 I 9 付加税廃止時点 0.444 0.11 I 0333 0.111 1 
無回答 2 2 11 15 無回答 0 ]33 0133 0 733 I 
迷っている 2 5 2 15 2 2 28 迷っている 0.071 0.179 0 071 0,536 0,071 0.071 1 
予定は無い 10 15 5 80 43 3 156 予定は無い 0,064 0,096 0,032 0513 0276 0.019 1 
総計 27 28 12 118 69 16 270 総計 0100 0.104 0044 0.437 0.256 0.059 I 
第 2回連結納税の企業対応動向調査の課題（大倉）
(2)連結範囲の強制
(27) 27 
どの連結納税制度の導入意向をとっても連結範囲の強制がやむを得ない
との回答が，早期導入した会社で31%,付加税廃止の時点で導入の予定の
会社で44%に対しいずれ時期を見て導入の会社で56%, 導入か否か迷っ
ている会社で68%となっており，顕著に 2つのグループに分かれている。
Q16 連結納税制度の適用にあたって. 100%子会社全ての強制であり選択が認められていない事につい
ての意見
なや
なげ
し全 琵 望 無 総 合fしや tい%ま 註 ， 無 総い『 い廷ま ま 回 ~-? 回ぃi し し し し~' し、 答 計 し、『 し、 し、 答 計
いずれ時期をみて導入 24 6 8 2 3 43 いずれ時期をみて導入 0.558 0.140 0.186 0.047 0.070 1 
早期導入した 6 8 2 2 1 19 早期導入した 0.316 0,421 0.105 0105 0.053 1 
付加税廃止時点 4 I 2 2 9 付加税廃止時点 0.444 0.111 0.222 0222 1 
無回答 3 I I 10 15 無回答 0.200 0,067 0.067 0.667 1 
迷っている 19 1 5 2 I 28 迷っている 0.679 0.036 0.179 0.071 0036 1 
予定は無い 84 16 25 11 18 2 156 予定は無い 0.538 0.103 0.160 0.071 0.115 0013 1 
総計 140 33 42 15 27 13 270 総計 0519 0.122 0.156 0.056 0.100 0.048 1 
(3)子会社の繰越欠損金の持ち込み
どの連結納税制度の導入意向をとっても子会社の繰越欠損金の持ち込み
の認められないのは，全く望ましくないとしている。
Q17 連携納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損金について一切の引継ぎが認められていない事に
ついての意見
鍔t 
い ま｀
し1『 無 総 なや げt% し~, 望 無 総し、t ま1 し 回 な； し 回し、『 ま し、 答 計 いま いま し‘ 答 計
いずれ時期をみて導入 6 6 31 43 いずれ時期をみて導入 0.140 0.140 0721 1 
早期導入した 2 6 11 19 早期導入した 0.105 0.316 0.579 1 
付加税廃止時点 2 7 9 付加税廃止時点 0.222 0.778 1 
無回答 1 1 3 10 15 無回答 0,067 0.067 0.200 0.667 I 
迷っている 2 25 1 28 迷っている 0,071 0.893 0.036 1 
予定は無い 34 32 86 2 1 1 156 予定は無い 0.218 0.205 0.551 0.013 0,006 0.006 1 
総計 43 49 163 2 1 12 270 総計 0.159 0.181 0.604 0.007 0.004 0.044 1 
28 (28) 第 49 巻 第 1 号
(4)連結納税制度の障害
連結納税制度の障害として，連結納税制度の複雑が早期導入した会社で
37%, 付加税廃止の時点で導入の予定の会社で22%と低いのに対し，導入
か否か迷っている会社で68%, 導人の予定はない会社で56%と顕著に高
< , 2つのグループに分かれている。
jwrn 連結納税制度導人に‘りたっての障内
制度が雑複 I 分かしなら、 制度が良< が対〗 無 総 ヵぎ-qケi; 、乃! 雑 か”ら 制1史I tし;t!t 無 総な Itut なの しな， がJ＜ 'l [uj し、 ',辮,;I 裕 ,l 芥 ,1I 
~ ~ 
29 1:l いずれ時期をみて導人 027り 0674 0.023 0023 l 
,r ) 19 吊期導人した 026:! 0368 03fi8 1 
:i I ， 付加税廃1/U,j: 八 0556 O 22~ l 111 I 111 l 
’’’’ヽ .,.,● 9● •"'.. ""•"--· ヤ―一，.,-・ ● . —""""'•• 9 
12 15 無皿笞 0.200 0800 l ・-・・""・-・・-・.. _, —..... 
I~ 28 迷ってしヽ る 0,286 0 e,79 oo:i6 1 -- "● .-'. -・
竺0-.0-4d-5r0-Cl.I 0り7I-:. 1 3 88 7 18 12 I Sfi f定は蝋い 017!) oorn 0.564 111177 I - - •~ ムーー ,._ •ー，． -・--"'_, ● "' ___ ,・-. -
:l 118 7 ~{) :14 270 総 0 215 01111 0 548 IJ,ltli I .ー·-~- -、 ., , •• ——ー ---,. -. -・-. , ● 
(5) グループ内奇付金
早期導人した会社や連結付加税廃止時点で導人予定である会社は，グル
ープ内寄付金の全額損金算人を沼ましくないとしているのが約 7割，また
いずれ時期を見て導入の会社も 6割が望ましくないとしている Q
jQ19 連結グループ内の般寄付金について令額掛金イ”算人である事についての、意見
し、ど しや し全 し,,~ "I! 
--無--, 総 し、とす しや し全 し、； 乎9 無 統えな ちら [や i、心 ま [1) えなちら ぷ各 くく ま lu し、 J.- ぃ？ 沼 し し、とも な沼 切•ず し~ し、ま ま し、 笞 計 いま いま ま し、 答 ,i・ 
いずれ時期をみて導人 12 8 18 ,C ) 43 いずれ時期をみて導入 0 279 0 J8f, 0 419 0.116 ］ 
't期導人した 4 I 13 I 19 り渭j導人した 0 211 0.053 0 681 0 053 1 
付加税廃J卜時点， 1 3 5 9 付加税廃 l~-時点 0 111 0.333 0556 1 
無回答 2 3 1 ， 15 無[oj答 0133 0.200 0067 0,600 I 
迷っている 6 5 15 I I 28 迷っている 0211 0.179 0536 0,036 0 036 I 
予定は無い :,9 26 52 7 9 :i 1 S6 f定は無い 0378 0167 0333 0 045 O.OS8 0 019 I 
総計 84 46 104 8 15 1 :l 270 総計 0311 0170 0385 0.0:lO 0.056 0048 l 
第2回連結納税の企業対応動向調杏の課題（大倉）
(6)連結納税適用時の時価評価
(29) 29 
連結納税適用時の子会社の時価評価について望ましくないとする意見
が，早期導入した会社で63%, 付加税廃止の時点で導入の予定である会社
で56%に対し，いずれ時期を見て導入の会社も51%, 導入か否か迷ってい
る会社で53%として差がみられる。
IQ20 連結納税制度適用直前に時価評価される事についての意見
v、どt 
しt、%.ま
し大 望 無 総 し、と・ 且t% ぃし9 ， 無 総えな ち 胄 ま 回 えな~ ち 回いともら
ぃ9 し し、らとも しま し‘ 答 計 いま いま し、 答 計
いずれ時期をみて導人 16 7 15 4 1 43 いずれ時期をみて導入 0.372 0.163 0 349 0,093 0,023 1 
早期導入した 6 6 6 1 19 早期導入した 0.316 0.316 0 316 0,053 1 
付加税廃止時点 4 2 3 9 付加税廃止時点 0.444 0.222 0.333 1 
無同答 I 2 1 1 10 15 無回答 0.067 0.133 0.067 0.067 0667 1 
迷っている 12 6 ， I 28 迷っている 0.429 0.214 0 321 0036 1 
予定は無い 75 19 41 7 I 3 156 予定は無い 0.481 0.122 0 263 0.045 0071 0019 1 
総計 114 42 75 8 16 15 270 総計 0.422 0.156 0.278 0.030 0059 0056 1 
(7)交際費
交際費を一括処理することに対して， どの連結納税制度の導入意向をと
ってもまちまちで差がある。
IQ21 交際費を連結親法人で一括損金不算入の税務調整を行う事についての意見
なや しや し全
し羹望
望 無 総 合吝 ti 汀いま ぃし9 予
無 総
いむ 炉つ
いi羞ま ま 回 回を し、9 し を し、『 しぇ ま し、 答 計 え し、 答 計
いずれ時期をみて導入 21 JO 12 43 いずれ時期をみて導入 0.488 0233 0.279 1 
早期導入した 6 5 6 2 19 早期導入した 0.316 0.263 0,316 0.105 1 
付加税廃止時点 6 1 2 9 付加税廃止時点 0.667 0.111 0.222 1 
無回答 2 2 1 10 15 無回答 0.133 0.133 0.067 0667 I 
迷っている 8 3 16 I 28 迷っている 0.286 0107 0.571 0036 1 
予定は無い 63 35 43 4 7 4 156 予定は無い 0.404 0.224 0.276 0026 0.045 0026 1 
総計 106 54 81 4 10 15 270 総計 0.393 0.200 0,300 0,015 0037 0.056 1 
30 (30) 第 49 巻 第 1 号
(8) 内部取引の消去の処理一固定資産
固定資産の内部取引の消去について望ましいという意見が，早期導人し
た会社で53%, 付加税廃止の時点で導人の予定会社で34%, いずれ時期を
見て導人の会社で51%に対し，導人か否か迷っている会社で25%, 導入の
予定のない会社で28%と大きく分かれている。
f Q22 内部取引の消よについて固定資発を対象にしている事についての意見
しぇ.• どt, t t! し大 沼 細 総 し、ど t名いtま し、9 『
無丁―h□
し‘嘉 ま しえな、 らとちなら な沼 し '" 合了 し li] し， とも ししま し、ま ま し、 笞 ;lj も し、 笞 d、1--
いずれ時期をみて導人 15 4 2 4 18 43 いずれ時期をみて導人 0.349 0.093 0 047 0093 0.419 I 
・- 一
りt期導人した 6 3 I ， 19 り1期導人した 0,316 0,158 0,053 0474 I 
I トー '-I 
付加税廃1L時点 :J I 1 I 3 9 付加税廃1時点 0.333 0 Ill 0,111 0,111 0333 l 
ゴ・,.,__ .•.. ・- •.•. ' ・-・.. , ● ・-・・--. -・ ● , . - I . ' . 一・-●● 9● 9 . - ← -・ .. 
~ ＇， 4 I I ， 15 無回答 0.267 OJJ67 .゜067 0.6()() ］ 
迷っている 18 I 1 7 I 28 迷っている 0.64., 0036 0 036 0250 0.036 1 
予定は無い 77 M 15 8 37 5 156 Lr-定は鍼い---—-一、- い).494 0,090 0,096 O.OSI 0 237 三 I -
総~, 123 2:l 20 l-1 75 1:, 270 総計 0.456 0.085 0.074 0.052 0 278 0 056 I 
"·'•"""""""""·-• ~ 「一_,__一_,.,● ● ·-一--ー—--·-··-―--·-·····-·一―--・・ ,ー__ , __ , ,ー_., ・- ' -
(9)内部取引の消去の処理一金銭債権
金銭債権の内部取引の消去について，望ましいという意見が．早期導人
した会社42%. 付加税廃止の時点で導入のf定33%, いずれ時期を見て導
人58%に対し，導人か否か迷っている会社32%, 導人の予定のない会社44
％でばらつきがある。
1 Q23 内部取引の消去について金銭債権を対象にしている事についての意見
し、ちと’
~t tiし、i 『 無 総 し、と占 t~: なげ し大 沼 無 総なえ ら えち し、9まな望 咽 し [HI なら い贔ま し !i し、とも いま いま ま し、 答 .l、 し、とも ぃ了 し、 答 Jt 
いずれ時期をみて導人 15 2 l C ,) 20 /43 いずれ時期をみて導人 0 349 0.047 0.023 0.116 0 465 I 
早期導入した 8 3 1 7 19 早期導人した 0.421 0.158 0.053 0368 l 
付加税廃l卜時点 J 「 l 3 9 付加税廃止時点 0.556 0.111 0 333 1 
無(?J答 2 I 3 ， 15 無回答 OI:l3 0,067 0,200 0,600 J 
迷っている 14 2 2 2 7 1 28 迷っている 0 500 0,071 0,071 0.071 0250 0036 1 
予定は無い 62 11 8 13 57 5 156 f定は無い 0 397 0 071 0.051 0.083 0 365 0032 I 
総計 106 18 13 21 97 15 270 総計 0 393 0067 0048 0.078 0 359 0 056 I 
第 2回連結納税の企業対応動向調査の課題（大倉）
(10) 内部取引の消去—棚卸資産
(31) 31 
棚卸資産の内部取引の消去をしないことについて望ましいという意見
が，早期導入会社で58%に対し，連結付加税廃止時点で導入予定の会社で
は22%, いずれ時期を見て導入の会社で 7%とばらつきがある。
IQ24 内部取引の消去について棚卸資産を対象にしていない事についての意見
いしえな、 ちとら0 
しや し全
ぃしi ， 無 総 いなぇ ちとらも・しや
いt%ま ぃし§ ， 無 総しi、 いぷi ま 回 炉つ 回し ぃ9 しも し、 答 計 ま し‘ 答 計
いずれ時期をみて導入 17 4 4 4 14 43 いずれ時期をみて導入 0,395 0.093 0.093 0.093 0326 I 
早期導入した 6 2 5 6 19 早期導入した 0,316 0.105 0263 0316 1 
付加税廃止時点 4 2 1 1 I 9 付加税廃止時点 0.444 0,222 0.111 0.111 0111 l 
無回答 3 1 1 I ， 15 無回答 0.200 0.067 0.067 0067 0.600 1 
迷っている 18 2 2 3 2 1 28 迷っている 0,643 0.071 0.071 0107 0071 0.036 1 
予定は無い 75 19 19 6 33 4 156 予定は無い 0.481 0.122 0,122 0038 0 212 0.026 1 
総計 123 29 27 20 57 14 270 総計 0.456 0.107 0.100 0.074 0211 0.052 1 
(11)所得通算型
どの連結納税制度の導入意向をとっても，所得通算型が望ましいという
意見が早期導入した会社で32%, 付加税廃止の時点で導入の予定の会社で
33%, いずれ時期を見て導入の会社で39%に対し導入か否か迷っている
会社で14%と顕著な差がある。
1Qz5 連結納税制度の導入で所得通算型を採用することについての意見
し、と暑 ti 
いt%ま刈『
無 総
いしぇな、 ちどらとも
しゃ 且達予 無 総えな ち 回
し＆、i 回いらとも い『 し しま し、 答 計 いま ま Vヽ 答 計
いずれ時期をみて導入 21 4 1 2 15 43 いずれ時期をみて導入 0.488 0.093 0023 0.047 0.349 1 
早期導入した 8 4 I 1 5 19 早期導人した 0.421 0.211 0.053 0.053 0.263 1 
付加税廃止時点 5 I 3 9 付加税廃止時点 0.556 0.111 0.333 1 
無回答 2 1 2 10 15 無回答 0.133 0.067 0.133 0 667 1 
迷っている 20 1 2 4 I 28 迷っている 0,714 0,036 0,071 0.143 0,036 1 
予定は無い 97 12 2 5 32 8 156 f定は無い 0,622 0.077 0.013 0.032 0.205 0 051 l 
総計 153 23 6 8 61 19 270 総計 0 567 0.085 0022 0.030 0.226 0 070 1 
32 (32) 節 49 巻 第 1 号
(12)損益通算型
損益通算型か所得通算型かどちらともいえないという意見が早期導人し
た会社で47%, その他のどの層も約 7割である。
IQ26 連結納税制度の導人で損益振替型を採用した方が良かったと思われますかっ
C• ど
汀汀無 総 ししもど 闘I 月 ロ．~ーロ＇総えな ちら 阿 しヽちししと え.り. ＼ヽも 答 叶 なと しl
戸I.,.,. 期導人”したをみて導人
' . ・_,.... _ ••.•• ~.... ● ・-・ 
29 ， 5 n しヽずれ時期をみて導人 0,674418605 0 2IJ9302:l26 0.11627907 ， r ., C ., I~ ,』-紺J導人した IJ-17368-1211 O 263157895 0.21i:J 157895 
＇ ← -・・-、-・-__ ..'" -・", ____'-ー，ー―←---H/JU税廃Iい．時点 6 2 1 ~ Hhll税廃IL峙点 IJ 666666667 O 222222222 O I 1111111 I 
I 
無[nl答 :l I l HI ¥', 無 u•J 答 02 ll,06ti6666ti7 0 066666667 IJ,666666667 1 
迷っている 21 3 3 1 28 迷っている l 75 0 107H28:,7 O 1071•12857 0 035714286 l 、--・・・・.........—"""''• 9● • ● "一，...● " ..., --
f定は無い 108 26 13 り 156 f定は無い o.1,92:lo7692 IJ 166666667 0 083:;333:1:1 O 057692308 I 
・-
総 Ai 176 ,lfi 28 ~() 270 総叶 巴651851852 O 1711370:ll O,IIJ:l70:l704 0074074074 I 
し←--''.'、--" ,.''_, —, -----·-·"""'ー—_,,,,,● ・- ---~---
(13)連結納税の租税皿避行為
連結納税の租税回避行為の規定の設定について'_I―t1-期導人会社を除いて．
連結納税制度の導人意向をとっても， どちらともいえないという意見が5
-6割ある
Q29 連結納税制疫をl!Jいた租税[1!避行為を防l卜するために連結法人のti為又は計算の否認規定創設に関
する、意見
'し• と しや Iし-令-,—し-―人- --—沼-- —無 ← -・総---- し、ちa . しや し令 し大 了 無 総えなちら くやくく→ い変 ま '"' ぇなら [斎 いti ま ぃ斎 [μJ ぃ ,c な沼な屯 沼し し，と しもいまし、ま まい 答 ，n も し、ま ま し、 答 ,l 
いずれ時期をみて導人 21 7 l I 1:i 43 いずれ時期をみて導人 0188 0163 0.02:l 0.023 0 302 I 
'M閉導入した 8 4 5 2 I 9 'i-期導人した 0.421 0211 0.263 0 JOS I 
付加税廃止時点 5 3 I 9 付加税廃ir.時、,.'!. 0.556 0333 0111 I 
無柘l答 2 I :i ， 15 無[y]答 0.133 0 067 0 200 0.600 l 
迷っている 16 5 2 4 l 28 迷っている 0.571 0 I 79 0 071 0.143 0.036 1 
予定は無い 82 12 13 7 36 6 156 f-定は無い 0526 0.077 0083 0.045 0.231 0.038 I 
総計 134 31 22 8 59 16 270 総計 0496 0115 0081 0030 0.219 0,059 I 
第2回連結納税の企業対応動向調査の課題（大倉） (33) 33 
I. 日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会の会員と非
会員の 2分類
日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会の会員と非会貝の 2分類を
縦軸としてクロス集計を行った。これは当該税制委員会を通じて，連結納
税制度の創設に意見を述べた会員会社と述べていない非会員会社で差異が
あるかを見るためである。
(1)連結納税導入の意向
連結納税導入の導入予定有りが会員会社で48%, 非会員会社で21%に対
し，予定無しが会員会社で35%, 非会貝会社で63%となっており明らかに
会員会社で導入の意向が高い。
1Q14 連結納税導入傾向
会 非 総 会 非 総
ムぢ ム云
貝 貝 計 員 貝 計
いずれ時期をみて導入 13 30 43 いずれ時期を見て導入 0.271 0.135 0.159 
早期導入した 7 12 19 早期導人した 0.146 0054 0,070 
付加税廃止時点 3 6 ， 付加税廃止時点 0.063 0.027 0033 
無回答 4 11 15 無回答 0.083 0.050 0056 
迷っている 4 24 28 迷っている 0,083 0.108 0.104 
予定は無い 17 139 156 予定は無い 0.354 0.626 0,578 
総計 48 222 270 総計 1 1 1 
(2) 100%子会社連結範囲
100%子会社を連結範囲の妥当性について分からないとの回答が会員会
社で約 2割に対し，非会員会社で約 5割になっていて大きな差がみられる。
IQ1s 連結範囲について100%子会社に限定される事についての意見
ムぢ 非 総 ムぢ 非 総
会 会
員 員 計 員 員 計
80%以上 13 14 27 80%以上 0.271 0.063 0.100 
80%未満 8 20 28 80%未満 0.167 0.090 0,104 
90%以上 4 8 12 90%以上 0.083 0036 0.044 
わからない 9 109 118 分からない 0.188 0.491 0.437 
大変望ましい 11 58 69 大変望ましい 0.229 0.261 0.256 
無回答 3 13 16 無回答 0.063 0.059 0.059 
総計 48 222 270 総計 1 1 1 
34 (34) 第 49 巻 第 1 号
(3)連結範囲の強制
連結範囲の選択に任意性がなく強制である点について．やむをえないと
する意見が会貝会社で48%, 非会員会社で52%となっており殆んど差はみ
られない。
Q16 連結納税制度の適用にあたって、 100%子会社全ての強制であり選択が認められていない事につい
ての意見
9, t丁'fl 総 会 非 総会,1t 貝 貝 ar 
m一'"ヤしー・---""● -.. ,. __ , ·-—ー’一――--- --. ' - . -—ー '" ' - ..、-'ヽ........-・--・ i~ —-——-- -・- - "--- 一ー一，.-~-" ""● ... 
やむを得なし， 2:i 117 140 やむを得なし、 0 .179 IJ527 0 519 
やや望ましくない ， 24 33 やや沼ましくなし、 0188 0108 0 122 
ート—-
全く咆ましくない 1 :l 42 全く沼ましくない 0,229 0140 0.156 
大変沼ましい 15 15 k変沼ましい 0068 0056 
沼ましい 2 25 27 沼ましい 0.042 0.113 0100 
, 無[i1]答 . ・- -- :i 10 J:l 無[Il笞 0,063 0045 0048 
総計 - •• -18 222 270 総 ,it -―-- - I I I 
(4)子会社の繰越欠損金の持ち込み
子会社の繰越欠損金の持ち込みの否認について望ましくないとする意見
が会員会社で92%に対し．非会員76%で両者に14%の差がある。
Ql7 連携納税制度の導入事業年度にf会社の繰越欠損金についてムりJの引継ぎが認．められていない事に
ついての意見
会 井 総 ~一~一 会 ./1 総
会 会
n H 計 n t ,i 
やむを得ない 1 42 43 やむを得ない 0021 0189 0159 
← "'"・--・--, ..'.'"". -- ". —- - ""' '● " " ' ""' "' .... ' ' ' -, . ● -..... 一-・一『ー一—一
やや沼ましくない ， 40 49 やや沼ましくない 0188 0180 0181 
全く望ましくない 35 128 16:J 全く沼ましくない 0.729 0,577 0,604 
大変望ましい 2 2 人変望ましい 0009 0007 
望ましい 1 l 望ましい 0005 0004 
無回答 3 ， 12 無回答 0.063 0.041 0.044 
総計 48 222 270 総計 1 I 1 
第2回連結納税の企業対応動向調査の課題（大倉）
(5)連結納税制度の障害
(35) 35 
連結納税制度の障害となっている要因で，連結納税制度の複雑が会員会
社で56%に対し，非会員会社で55%で両者に殆ど差がない。
IQ1s 連結納税制度導入に当たっての障害
会 非 総 ム云 非 総
ム云 ム云
員 員 計 員 員 計
欠損の引継ぎが無い 12 46 58 欠損の引継ぎが無い 0.250 0.207 0.215 
時価評価される 3 3 時価評価される 0.014 0.011 
制度が複雑 27 121 148 制度が複雑 0563 0.545 0.548 
制度が良く分からない 7 7 制度が良く分からない 0,032 0.026 
対象会社が無い 1 19 20 対象会社が無い 0.021 0.086 0.074 
無回答 8 26 34 無回答 0.167 0.117 0.126 
総計 48 222 270 総計 1 1 1 
(6)寄付金
連結グループ内で生じた一般寄付金が全額損金不算入について，望まし
くないとする意見が会員会社で約 7割に対し．非会員会社で約 5割で両者
に2割の差がある。
IQ19 連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算入である事についての意見
会 非 総 ム云 非 総
ム云 ＾ 云員 員 計 員 貝 計
どちらともいえない 10 74 84 どちらともいえない 0.208 0.333 0.311 
やや望ましくない ， 37 46 やや望ましくない 0.188 0.167 0.170 
全く望ましくない 24 80 104 全く望ましくない 0.500 0,360 0.385 
大変望ましい 8 8 大変望ましい 0.036 0.030 
望ましい 2 13 15 望ましい 0.042 0.059 0.056 
無回答 3 10 13 無回答 0.063 O.Q45 0.048 
総計 48 222 270 総計 1 1 1 
36 (36) 第 49 巻 第 1 号
(7)時価評価
連結納税適用時に子会社の資産について時価評価される事に対し，望ま
しくないとする意見が会貝会社で75%に対し，非会員会社で約37%と両者
に2倍の差がみられる。
f Q20 連結納税制度適用直前に時価評価される事についての意見
会 非 総 会 J~ 総
会 会
u 貝 Jt ti '. ft 計c・ り~ ~—. .、・--.―_., . "' .• "'__ , ●9● .,,____ ,_—"""'••• -・幽....—.... ―"● 9 一-・--・―・- →｀ .,'""~ ー...... 
とちらともいえない ， 105 114 どちらともいえない 0.188 0.473 0.422 
やや沼ましくなし、 11 28 12 やや沼ましくない 0292 0126 0156 
＇ 令＜沼ましくない 22 53 75 全く望ましくない 0458 0 239 0.278 
大変沼ましい 8 8 人変沼ましい 0,036 0030 
沼ましい l(i 16 屯ましい 0072 0.059 
"'-----―- -ヒ・
~ 経，l ・->----J _______ lこ二~--一無 [•1] 答 ——~-IJ 06:J O.OS-1 OO!ifi 
/48 222 270 総 rl1・l 1 I 
し●,_,_, __一,.一・・・--"●"'・・-・-_, _ ,_ ------ -・'・-'"●'"'一，'", . ,_,,_,. 一，·-·-—, ,. ., ._____・--・・'"― 
(8)交際費
交際費について，連結親法人で一括して損金イ1算人計算をする事につい
て，咆ましくないとする意見が会員会社で60%, 非会員会社で48%となっ
ており差がみられる。
[Q21 交際費を連結親法人で括損金イ巾算人の税務調整を行う＇Jf.についての意見
会 4P 総 会 非 総
会 会
H N Jt u H H 
やむをえない 14 92 106 どちらともいえなし、 0292 0.111 0.393 
やや望ましくない 13 11 S1 やや望ましくない 0271 0,185 0,200 
令＜屯ましくない 16 65 81 全く沼ましくない 0333 0 293 0.300 
人変沼ましい 4 4 大変望ましい 0.018 0,0]5 
--' ← -
望ましい 1 ， 10 望ましい 0.021 0.041 0,037 
無[~J 答 4 1l 15 無阿答 0083 0050 0056 
総計 48 222 270 総計 I I l 
第2回連結納税の企業対応動向調査の課題（大倉）
(9)内部取引の消去の処理一固定資産
(37) 37 
固定資産を内部取引の消去としている事について，望ましいとする肯定
的意見合計が会員会社で37%, 非会員会社で32%となっており両者に 5%
の差がみられる。
1Q22 内部取引の消去について固定資産を対象にしている事についての意見
ムヰ 非 総 会 非 総
会 ム云
員 員 計 員 員 計
どちらともいえない 22 101 123 どちらともいえない 0.458 0.455 0.456 
やや望ましくない 2 21 23 やや望ましくない O.Q42 0095 0.085 
全く望ましくない 3 17 20 全く望ましくない 0.063 0.077 0,074 
大変望ましい 4 10 14 大変望ましい 0.083 0.045 0.052 
翌ましい 14 61 75 望ましい 0.292 0.275 0.278 
無阿答 3 12 15 無回答 0.063 0.054 0056 
総計 48 222 270 総計 1 1 1 
(10)内部取引の消去の処理一金銭債権
金銭債権を内部取引の消去としている事について，望ましいとする意見
が会員会社・非会員会社共に45%となっており両者に差はみられない。
1Q23 内部取引の消去について金銭債権を対象にしている事についての意見
ムぢ 非 総 ムヰ 非 総
ム云 ム云
員 貝 計 貝 員 計
どちらともいえない 20 86 106 どちらともいえない 0.417 0.387 0.393 
やや望ましくない 3 15 18 やや望ましくない 0.063 0,068 0.067 
全く望ましくない 1 12 13 全く望ましくない 0.021 0.054 0048 
大変望ましい 2 19 21 大変望ましい 0.042 0.086 0078 
沼ましい 19 78 97 望ましい 0.396 0.351 0.359 
無阿答 3 12 15 無回答 0.063 0.054 0,056 
総計 48 222 270 総計 1 1 1 
38 (38) 第 49 巻 第 1 号
(11)内部取引の消去一棚卸資産
棚卸資産を内部取引の消去の対象外としている事について．望ましいと
する肯定的意見合計が会員会社で40%に対し．非会員会社で16%となって
おり両者に顕著な差がみられる。
IQ24 内部取引の梢去について棚卸資産を対象にしていない事についての意見
会 非 総 会 非 総
会 会
員 員 計 員 員 計
-・---・ 一,.—-一•一--—―---- -----、------一— - -
どちらともいえない 18 105 123 どちらともいえない 0375 0.473 0.456 
やや沼ましくない 7 22 29 やや望ましくない 0,146 0.099 0.107 
全く沼ましくない I 26 27 全く望ましくない 0021 0.117 0100 
大変望ましい 4 16 20 大変望ましい 0.083 0.072 0.074 
沼ましい 15 42 57 沼ましい 0,313 0.189 0.211 
無Li>J答 3 11 14 無回答 0063 0050 0052 
総計 ,18 222 270 総 t. l I I 
(12)所得通算刑
連結納税の導入で今回所得通算型を導人したことについてどちらともい
えないが会員会社で35%, 非会員会社で61%となっており両者に顕著な
差が見られる。
IQ25 連結納税制度の導入で所得通算型を採用することについての意見
会 非 総 会 非 総
会 会
t 貝 ,if・ 貝 員 .it 
どちらともいえない 17 136 153 どちらともいえない 0.354 0.613 0.567 
やや望ましくない 10 13 23 やや望ましくない 0.208 0.059 0.085 
令＜沼ましくない 6 6 全く望ましくない 0.027 0.022 
大変望ましい 1 7 8 大変望ましい 0.021 0.032 0.030 
望ましい 16 45 61 望ましい 0.333 0.203 0226 
無回答 4 15 19 無回答 0083 0.068 0.070 
総計 48 222 270 総計 1 I 1 
第2回連結納税の企業対応動向調査の課題（大倉）
(13)損益通算型
(39) 39 
連結納税の導入で損益通算型を導入した方が良かったかについてどちら
ともいえないが会員会社で58%, 非会員会社で68%となっており両者共
に6-7割に近い。
JQ26 連結納税制度の導入で損益振替型を採用した方が良かったと思われますか。
会 非 総 会 非 総
会 ＾ 云員 員 計 員 貝 計
どちらともいえない 28 148 176 どちらともいえない 0.583 0.667 0.652 
所得通算が良い 8 38 46 所得通算が良い 0.167 0171 0.170 
損益振替型が良い 8 20 28 損益通算が良い 0,167 0.090 0.104 
無回答 4 16 20 無回答 0.083 0.072 0.074 
総計 48 222 270 総計 1 1 1 
(14)連結納税の租税回避行為
連結納税の租税回避行為を防止するために連結法人の行為または計算の
否認規定の創設について，望ましくないとするが，会員会社で32%, 非会
員会社で17%となっており大きな差が見られる。
Q29 連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連結法人の行為又は計算の否認規定創設に関
する意見
会 非 総 メ云 非 総
ムぢ A ぢ
員 員 計 貝 員 計
どちらともいえない 18 116 134 どちらともいえない 0.375 0.523 0.496 
やや望ましくない 10 21 31 やや望ましくない 0.208 0.095 0.115 
全く望ましくない 5 17 22 全く望ましくない 0.104 0.077 0,081 
大変望ましい 8 8 大変望ましい 0,036 0.030 
望ましい 12 47 59 望ましい 0.250 0.212 0.219 
無回答 3 13 16 無回答 0.063 0.059 0.059 
総計 48 222 270 総計 1 1 1 
40 (40) 第 49 巻 第 1 号
II. 国内100%子会社数による調介分析
集計に当たっては国内100%子会社数を10未満， 10以上， 20以上， 30
以上の 4分類として間14から問29のクロス集計を行った。
(1)連結納税導入の意向
連結納税導入の導人及び予定有りの比率は， 100%子会社数（「完全子会
社」）が10社未満会社で16%, 10社以t会社で39%, 20社以上会社で40%,
30社以上会社で59%となっており，完全子会社数が大ほど連結納税導人の
意向が大である。
r Q14 連結納税導人傾向
I 
- - -
10 10 20 :io 細， 総 JO IO 20 30 無 総
,k 以 以 以
'" ,I; 以 以 以 tu! 満 I I I 衿 ,¥I 満 I. I. 1-. 答 il ---• ・-"'ー一，.,. ・-・., •—, -・-・ 
いずれ時期をみて導人 19 <「) (j 13 -1:l いずれ時期を見て導人 0.103 0179 0.400 0317 0159 
早期導人した 5 4 10 ,~ 'i-期導人した 0.027 0 143 0.241 0070 -, 一
迷っている 21 4 3 28 迷っている 0.111 0143 0.073 0104 
予定は無い 124 I Ii 13 2 ]:ii f定は無い 0 674 0 :J93 0.400 o:n1 I 0:,78 -、一←
付加税廃JI・.時、,'.( 6 2 l ， 付加税廃1:時点 o.o:n 0.071 0024 0.033 ,. __ ._ ., ----- ←―--------- . , ..→ ―,. ―・-・" 
無ruJ答 'I ') :1 I IS 無1答 0.049 0071 0.200 11024 O.OSli _, ●'-・ ―・-・ ●← "'
総，it 181 28 IS 11 z l70 稲，lt I l I I I 1 ・・---・---・...'" .. ● . • -・---. - ・---―. "'--'"'・・--
(2) 100%+会社連結範囲
100%子会社の連結範囲について分からないとの比率は100%子会社数の
10社未満会社で51%, 10社以上会社で32%, 20社以上会社で27%, 30社以
上会社で24%となっており完全f会社の社数が小の会社ほどその分からな
いという意見の比率が大の傾向にある。
IQ1s 連結範囲について100%+会社に限定される事についての意見
10 10 20 30 無 総 10 10 20 30 無 総
未 以 以 以 In! 未 以 以 以 lul 
満 上 上 上 答 ,¥t 満 L I J: 一 答 計
80%以上 10 4 2 11 27 80%以上 0.054 0143 0,1:J:J 0.268 0100 
80%未満 ]8 1 1 8 28 80%未満 0.098 0,036 0 067 0.195 0.104 
90%以上 2 3 3 4 12 90%以,-_ 0.0ll 0107 0200 0,098 0044 
わからない 93 ， 4 10 2 118 分からない 0.505 0321 0.267 0244 1.000 0.437 
大変望ましい 51 8 3 7 69 大変望ましい 0 277 0.286 0,200 0171 0256 
無回答 10 3 2 1 16 無回答 0054 0.107 0133 0.024 0,059 
総計 181 28 15 41 2 270 総計 l 1 I I 1 I 
第2回連結納税の企業対応動向調査の課題（大倉）
(3)連結範囲の強制
(41) 41 
連結範囲の選択に任意性がなく強制である点について，望ましいとする
肯定的意見が100%子会社数の10社未満会社で20%, 10社以上会社で18%,
20社以上会社で6%, 30社以上会社で0%となっている。
Q16 連結納税制度の適用にあたって、 100%子会社全ての強制であり選択が認められていない事につい
ての意見
10 10 20 30 無 総 10 10 20 30 無 総
未 以 以 以 回 未 以 以 以 回
満 上 上 上 答 計 満 上 上 上 答 計
やむをえない 99 11 7 21 2 140 やむを得ない 0.538 0.393 0.467 0 512 1.000 0.519 
やや望ましくない 17 5 4 7 33 やや望ましくない 0.092 0.179 0.267 0 171 0.122 
全く望ましくない 23 5 2 12 42 全く望ましくない 0.125 0.179 0.133 0.293 0.156 
大変望ましい 14 1 15 大変沼ましい 0.076 0.036 0.056 
望ましい 22 4 I 27 望ましい 0120 0.143 0,067 0.100 
無回答 ， 2 1 1 13 無回答 0.049 0.071 0,067 0.024 0,048 
総計 184 28 15 41 2 270 総計 1 1 1 1 1 1 
(4)子会社の繰越欠損金の持ち込み
連結納税適用時子会社の繰越欠損金の持ち込み否認について望ましくな
いとする意見が100%子会社数の10社未満会社で84%, 10社以上会社で81
%, 20社以上会社で93%,30社以上で92%となっており完全子会社の社数
が大ほど繰越欠損金持込み否認について望ましくないが大の傾向が見られ
る。
Q17 連携納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損金について一切の引継ぎが認められていない事に
ついての意見
10 10 20 30 無 総 10 10 20 30 無 総
未 以 以 以 回 未 以 以 以 回
満 上 t-_ J: 答 計 満 le 上 上 答 計
やむを得ない 37 3 2 I 43 やむを得ない 0.201 0.107 0049 0.500 0.159 
やや望ましくない 37 6 4 2 49 やや望ましくない 0.201 0.214 0.267 0.049 0,181 
全く望ましくない 99 17 10 36 1 163 全く望ましくない 0.538 0,607 0,667 0.878 0.500 0,604 
大変望ましい 2 2 大変望ましい 0.011 0.007 
望ましい 1 1 沼ましい 0005 0004 
無同答 8 2 1 1 12 無回答 0.043 0.071 0.067 0.024 0044 
総計 184 28 15 41 2 270 総計 1 1 1 1 1 1 
42 (42) 第 49 巻 第 1 号
(5)連結納税制度の障害
連結納税制度の障害として，連結納税制度の複雑が100%子会社数の10
社未満会社で50%, 10社以上会社で71%, 20社以上会社で73%,30社以上
会社で61%となっていて，ばらつきの傾向が見られる。
f Q18 連結納税制度導人に当たっての障害
JO JO 20 30 無 総 10 IO 20 30 無 総
以 未 以 以 [,l] 以 ,!.: 以 以 IH 
I・. 満 l・ I・. 答 al 卜 満 l・. I. 答 引--・-・・ 『・-・.., 一，,_一.., . , .,'-・—, ", ..、. -
欠損の引継ぎが触い 5 38 :J 12 58 欠損q)りl継ぎが無い 0179 0207 0,20<) 0.293 0.215 
時価評価される 3 3 時価評価される 0.016 OOll 
制度が複雑 20 91 11 25 I 148 制度が複雑 0,7l4 0495 0 7:l3 0610 0,500 0.548 
制度が良く分からない 7 7 制度が良く分からない 0.038 0,026 
対象会社がない 19 I 20 対象会社がない 0.103 0,500 0.071 
無回答 3 26 1 4 34 無fuJ答 0107 0 141 0067 0098 0126 
総計 28 184 15 41 2 270 総計 I l I I l I .,.,_,,.,, __ , _ ,_ '—····--··-···--・"" ... "'一ヘ 一ー一・-・-・-・-・ →ー-•·---·-·-· ・-----I―9● -・--・・ —• —, .... 一,.—"一，_,,. ,,_,~-•9 • ...'--・・・・ 一
(6)寄付金
連結グループ内の一般寄付金の全額損金不算人に関し，全く望ましくな
いとする意見が， 100%-=-f会社数の10社未満会社で31%. 10社以上会社で
53%, 20社以上会社で40%. 30社以上会社で63%となっており社数の大
になるほど寄付金全額損金イ冷算入に対して否定的意見が強い。
IQ19 連結グループ内の一般寄付金について全額損金イ冷算人である事についての意見
10 IO 20 30 無 総 10 10 20 30 無 総
未 以 以 以
'" 未 以 以 以 [uJ 満 上 Iこ I 答 di 満 L L I: 衿 ,H 
どちらともいえない 65 7 4 8 84 どちらともしヽえない 0.353 0250 0 267 0195 0 311 
やや望ましくない 34 2 3 5 2 46 やや望ましくない 0185 0071 0200 0122 1.000 0 170 
全く望ましくない 57 1$ 6 26 104 全く望ましくない 0310 0 536 0.400 0,634 0385 
大変望ましい 8 8 大変望ましい 0.043 0030 
望ましい 11 2 1 l 15 望ましい 0.060 0071 0,067 0.024 0056 
無回答 ， 2 1 I 13 無匝答 0.049 0071 0,067 0 024 0048 
総計 184 28 15 41 2 270 総計 1 I I l l 1 
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(7)時価評価
連結納税適用時に子会社の資産について時価評価される事に対し，全く
望ましくないとする意見が100%子会社数の10社未満会社で18%, 10社以
上会社で39%,20社以上会社で20%,30社以上会社で68%となっており，
社数の大になるほど時価評価されることに対し否定的意見が益々強くなる。
IQ20 連結納税制度適用直前に時価評価される事についての意見
10 10 20 30 10 10 20 30 
未 以 以 以 未 以 以 以
満 上 上 上 満 上 上 上
どちらともいえない 91 10 7 5 どちらともいえない 0.495 0,357 0.467 0.122 
やや望ましくない 26 4 4 7 やや望ましくない 0.141 0.143 0267 0.171 
全く望ましくない 33 11 3 28 全く望ましくない 0.179 0.393 0.200 0.683 
大変望ましい 8 大変望ましい 0.043 
望ましい 15 1 望ましい 0.082 0.036 
無回答 II 2 1 1 無回答 0.060 0.071 0.067 0.024 
総計 184 28 15 41 総計 1 1 1 1 
(8)交際費
交際費について，連結親法人で一括して損金不算入する事について，望
ましくないとする意見が100%子会社数の10社未満会社で54%, 10社以上
会社で54%,20社以上会社で53%,30社以上会社で56%となっており殆ん
ど差はみられない。
rQ21 交際費を連結親法人で一括損金不算入の税務調整を行う事についての意見
10 10 20 30 無 総 10 10 20 30 無 総
未 以 以 以 回 未 以 以 以 回
満 上 上 上 答 計 満 J: 上 上 答 計
やむを得ない 73 10 6 16 1 106 やむを得ない 0.397 0.357 0.400 0.390 0,500 0.393 
やや望ましくない 36 5 4 8 1 54 やや望ましくない 0.196 0.179 0.267 0.195 0.500 0200 
全く望ましくない 52 10 4 15 81 全く望ましくない 0.283 0.357 0.267 0366 0,300 
大変望ましい 4 4 大変望ましい 0.022 0.015 
望ましい ， 1 10 望ましい 0.049 0.024 0.037 
無回答 10 3 1 1 15 無回答 0.054 0.107 0.067 0.024 0.056 
総計 184 28 15 41 2 270 総計 1 1 1 1 1 1 
44 (44) 第 49 巻 第 1 号
(9)内部取引の消去の処理一固定資産
固定資産を内部取引の消去としている事について，望ましいとする肯定
的意見合計が100%子会社数の10社未満会社で32%, 10社以卜会社で29%,
20社以上会社で33%, 30社以上会社で39%となっており，むしろどちらと
もいえないという意見が全ての層で最も多い。
1Q22 内部取引の消去について固定資産を対象にしている事についての意見
「--JO+: 10 20 30 艇 I稔 10 10 20 :JO 無 総 7
以 以 以 '" 未 以 以 以 tu] 満 I I I 答 ~j 膚 J ！、 I 笞 ,¥I 
81 1:J 8 21 12:, どちらともいえない O 140 0.464 0533 0.512 0 456 
·----··-—-. ● ・----20 2 I 2:, やや竿ましくなし、 0109 0071 0024 008;, 
ト・ .• ←-).1 :i I 2 20 令＜沼ましくない 0,076 0 107 O.Oli7 0.04U 。冒074
'-9 2 :l 14 大変翌ましい 0049 0071 I 073 0,05~ 
:,() 6 5 1:J I 7:i 沼ましい 0.272 0.214 o.:l33 o :i17 0 500 0 278 
]() 2 1 I I 15 無(1J答 00:,4 0071 0067 0024 0 :,()(I 0.()56 '" .,-, .---・・---"• ー，・，
'--— --~·····-- f-"●'. 一--184 28 );, 11 2 270 総 JI l I l I I I ・-・-・・ —ー，．．ー一，' ' .一-・― ・---一・"' "● ・--- .'...... - ....'... - -~-- . ---~ ~ ’’ C. • い
(10) 内部取引の消去の処理一金銭債権
金銭債権を内部取引の消去としている事について，望ましいとする肯定
的意見合計が100%子会社数の10社未満会社で44%, 10社以卜＾会社で36%,
20社以t会社で60%, 30社以上会社で41%となっており，むしろどちらと
もいえないという意見が10社以上会社で54%, 30社以上会社で46%となっ
ている。
1Q23 内部取引の消去について金銭債権を対象にしている事についての意見
10 10 20 30 無 総 JO 10 20 30 無 総
未 以 以 以 回 未 以 以 以 [nj 
満 /・. ]・. J-_ 答 計 満 J・. l・. ,-_ 答 計
どちらともいえない 67 15 5 19 106 どちらともいえない 0,364 0.536 0.333 0463 0,393 
やや望ましくない 16 2 18 やや望ましくない 0.087 0.049 0.067 
全く望ましくない 10 I 2 13 全く望ましくない 0054 0.036 0.049 0.048 
大変望ましい 16 I 1 3 21 大変望ましい 0.087 0036 0067 0,073 0078 
沼ましい 65 ， 8 14 I 97 望ましい 0.353 0 321 0,533 0.341 0500 0.359 
無阿答 10 2 I I I 15 無[of答 0054 0071 0,067 0.024 0.500 0.056 
総計 184 28 15 41 2 270 総計 l l 1 1 I 1 
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(11)内部取引の消去一棚卸資産
(45) 45 
棚卸資産を内部取引の消去の対象外としている事について， どちらとも
いえないという意見が100%子会社数の10社未満会社で41%, 10社以上会
社で41%, 20社以上会社で42%,30社以上会社では31%であるが，大変望
ましいが30社以上では59%になっている。
1Qz4 内部取引の消去について棚卸資産を対象にしていない事についての意見
10 10 20 30 無 総 10 10 20 30 無 総
未 以 以 以 回 未 以 以 以 回
満 上 上 上 答 計 満 上 lこ 上 答 計
どちらともいえない 91 15 4 13 123 どちらともいえない 0.495 0.536 0,267 0.317 0.456 
やや望ましくない 19 3 3 3 I 29 やや望ましくない 0.103 0.107 0,200 0.073 0.500 0.107 
全く望ましくない 24 I 2 27 全く望ましくない 0130 0036 0.133 0.100 
大変望ましい ， 2 1 8 20 大変望ましい 0049 0.071 0,067 0.195 0.074 
望ましい 32 5 4 16 57 望ましい 0174 0.179 0,267 0,390 0211 
無同答 ， 2 1 1 1 14 無回答 0.049 0.071 0.067 0.024 0,500 0052 
総計 184 28 15 41 2 270 総計 1 1 1 I 1 1 
(12)所得通算型
連結納税の導入で今回所得通算型を導入したことについてどちらともい
えないが， 100%子会社数の10社未満会社で58%, 10社以上会社で68%,
20社以上会社で53%, 30社以上会社で46%となっておりあまり差がない。
IQ2s 連結納税制度の導入で所得通算型を採用することについての意見
10 10 20 30 無 総 10 10 20 30 無 総
未 以 以 以 回 未 以 以 以 回
満 上 上 上 答 計 満 上 上 → t 答 計
どちらともいえない 107 19 8 19 153 どちらともいえない 0.582 0.679 0,533 0,463 0.567 
やや望ましくない 12 2 1 7 1 23 やや望ましくない 0.065 0.071 0.067 0.171 0.500 0.085 
全く望ましくない 3 3 6 全く望ましくない 0016 0.073 0.022 
大変望ましい 7 I 8 大変望ましい 0.038 0.024 0.030 
望ましい 42 4 5 10 61 望ましい 0.228 0.143 0.333 0.244 0.226 
無回答 13 3 1 1 1 19 無回答 0.071 0.107 0,067 0.024 0.500 0070 
総計 184 28 15 41 2 270 総計 I 1 I 1 1 1 
46 (46) 第 49 巻 第 1 号
(13)損益通算型
連結納税の導入で損益通算型を導入した方が良かったかについてどちら
ともいえないが， 100%子会社数の10社未満会社で67%, 10社以上会社で
68%, 20社以上会社で67%, 30社以上会社で56%となっている。
IQ26 連結納税制度の導入で損益振替型を採川した力が良かったと思われますか。
10 ］（） 20 30 無 総 10 10 20 30 無 総
木 以 以 以 iul ,: 以 以 以 回
満 J・. L J・ 答 叶 満 L t. l 笞 計
どちらともしヽえなし、 123 19 10 23 1 176 どちらともいえなし、 0.668 0.679 0667 05fil 0.500 0652 
ー ， ' . 呵ー一・・-・"" '● 9 い …ヽ”~”
所得通算が良い 32 ,j 3 7 46 所得通算が良い 0.174 0.143 0.200 0171 0170 
損益振tie~が良い 15 2 1 10 28 損益通算が良い .゜082 0071 0.067 0244 0104 一--
熊回答 11 3 l l I 20 無担］答 0.076 0.107 0,067 0.024 O.:iOO 0074 
，一"● ・"・・-・-・・・・・ 幽.....''- _ ,_ _← 
総計 184 28 15 41 " 270 総計 l l 1 1 l 1 
- ---・---・""""'"""'',,_ - .___'" ...• ""一A
(14)連結納税の租税回避行為
連結納税の租税回避行為を防止するために連結法人の行為または計算の
否認規定の創設について，全く望ましくないが 100%-J-会社数の10社未
満会社で14%, 10社以上会社で31%, 20社以上会社で27%, 30社以上会社
で32%となっており，社数の大になるほど租税回避行為規定の創設に否定
的意見が強くなる。
Q29 連結納税制度を川いた租税[rij避行為を防1!・.するために連結法人の行為又は計算の否認規定創設に関
する意見
JO 10 20 30 無 総 10 10 20 30 無 裕
未 以 以 以 回 As: 以 以 以 (Ji] 
満 I・. J・ t・. 答 li 満 r. I・ r. 答 ti 
どちらともいえなし、 94 14 5 20 1 134 どちらともいえない 0511 0 500 0,333 0,488 0500 0.49fi 
やや望ましくない 14 6 2 ， 31 やや望ましくない 0076 0,214 0.133 0.220 0115 
仝く望ましくない 12 3 2 5 22 全く望ましくない 0,()65 0,107 0,133 0.122 0.081 
大変望ましい 8 8 大変望ましい 0.043 0.030 
沼ましい 45 3 5 6 59 望ましい 0245 0.107 0333 0.146 0219 
無回答 11 2 I I 1 16 無(o]答 0.060 0.071 0.067 0.024 0500 0.059 
総計 184 28 15 41 2 270 総 it 1 1 I 1 1 I 
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N. アンケート結果から見た日本の連結納税制度の課題
今回のアンケート結果から見た課題は，次の通りである。
第一の課題は，アンケート結果において固定資産や金銭債権を内部取引
の消去の処理とすることについて肯定的であるのに対し，棚卸資産を内部
取引の消去の対象外としている事について，望ましいとする肯定的意見合
計が会員会社で40%に対し，非会員会社で16%となっており両者に顕著な
差がみられる。「連結法人が各連結事業年度においてその有する譲渡損益
調整資産を他の連結法人に譲渡した場合にはその譲渡利益額又は譲渡損失
額は連結所得の金額の計算上損金の額又は益金の額に算入する」（法人税
法81の7)が，固定資産や金銭債権を内部取引の消去によって，連結納税
額が個別納税の額を合計したものよりも少なくなるが，これは租税の中立
性の観点からみれば妥当であって，これを税収の減と捉えるのは間違いで
ある。
第二の課題は，連結納税適用時に子会社の資産について時価評価される
事に対し，望ましくないとする意見が会員会社で75%に対し，非会員会社
で約37%と両者に 2倍の差がみられる。アメリカの連結納税においてはビ
ルトインデダクションの規定はあっても含み利益への課税の規定はない。
これは含み損失を連結所得の中に持ち込むとキャピタルゲインとの損益通
算が生じるから，これをSRLY (Separate Return Limited Year)によっ
て実現時に課税する。ところが日本では連結納税適用直前時に子会社の資
産について時価評価して含み益たる未実現利益に課税するという点は会計
学の実現主義と異なり又企業再編税制における帳簿価額による引継ぎの適
格合併・適格分割・適格移転との整合性に欠けるという点が指摘される。
しかし時価評価によらない場合として次の 6点がある。
①新設の連結親法人と連結子法人の間で租税回避は行われない為に 5年前
の日以降に株式移転により設立された連結親法人が時価評価しなくてもよ
い為にその株式移転に係る完全子会社に対しても時価評価の例外となる。
48 (48) 第 49 巻第 1 号
②連結親法人に 5年超保有されている100%子会社は時価評価の例外であ
る。経過措置として，平成13年12月31B以前に設立又は取得した100%子
会社は株式の継続保有を要件として 5年以上とみなして時価評価の例外と
なる。
③連結事業年度開始の日 5年前の日以降に親会社又は子会社が新設した
100%子会社，適格分社型分割・適格現物出資・適格事後設立での100%子
会社は時価評価の例外となる。
④連結納税制度適用の 5年前の日以降に，適格合併（株式移転も含む）や
合併類似適格分割型分割を行った場合に，その相手方の被合併法人等に
100%子会社があった場合には適格合併等のこの後100%子会社も時価評価
しない。但し被合併法人等がこの100%子会社の株式全部を 5年前のHか
ら又はそれ以降に設立した場合には，その設立Hから継続して保有する場
合に限られ，勿論親会社も株式全部の継続保有が要件となる。
(5)株式交換に係る完全＋会社（その完全子会社に長期保有されていた100
％子会社含む）で， 100%+会社になった後，或いは 5年前より継続して
株式を全て保有し，更に株式交換では既存の会社を利用する事で租税回避
行為がされ易い為に 4条件が加わる。
⑥親会社の意思とは関係なく＋会社の株主の要求に応じて端株や単位未満
株を買い取ったり，株式の保有制限に応じて株式を買い取った結果100%
子会社になった場合等，法令の規定に基く株式の買取による100%子会社
には租税回避行為の憫れがない為に連結適用開始の日 5年前の日以降であ
っても時価評価の例外となる。
第三の課題は，連結納税適用前の子会社の繰越欠損金の持ち込みについ
て望ましくないとする意見が会員会社で92%に対し，非会員会社で76%と
両者に14%の差がある。連結納税適用前の子会社の繰越欠損金の持込を認
めると損益通算により租税回避が生じるからであるが，これもアメリカで
SRLY原則により連結納税後の子会社の累積個別所得の範囲内で認められ
ている点で，今後改正の議論が生じるであろう。
第2回連結納税の企業対応動向調査の課題（大倉） (49) 49 
第四の課題は，連結納税の導入で今回所得通算型を導入したことについ
てどちらともいえないが，会員会社で35%, 非会員会社で61%となってお
り両者の意識に顕著な差が見られる。本来租税の中立性や国際競争力の観
点からはアメリカやフランスと同様に所得通算型が望ましく， したがって
ドイツの機関会社制度やイギリスのグループリリーフ制度のような損益振
替型とは本質的に異なっている。この所得通算型のメリットが認識されれ
ばこの意見は大幅に変わり連結納税が促進されることになる。
v. 最近の動きと対応
連結納税制度の導入から 2年目を迎えた最近の動きと対応は次の通りで
ある。
第一に，国税庁によれば2003年3月期からの利用はH立， NEC,富士通，
NTT, 伊藤忠商事，丸紅三菱自動車の164企業グループであったが，
2004年3月期からは，三菱電機，東芝などの有力電機メーカーも加わって，
本体の繰越欠損金を企業グループ全体で解消する為に連結納税制度を導入
するという繰越欠損金解消企業グループの連結納税制度の採用である。
第二に，新たな動きとしてソニーやシャープの様に製造業は研究開発費
総額の 8-10% (当初 3年間10-12%) を税額控除が出来るが，税額控除
制限が連結会社全体で法人税額の20%までであるところから， この法人税
額の制限絶対額が単体決算より多くなり，そのため節税効果が高くなるた
め研究開発型黒字企業グループによる連結納税制度の採用が促進されてい
る。
第三に，旭化成，三菱東京FG, 大和証券の様に会社分割や本格的な持
株会社制度への移行の結果としての連結納税制度の採用がみられる。
第四に，株式移転，適格分社型分割・適格現物出資・適格事後設立での
100%子会社等のように組織再編成の前後で支配関係が変わらないとする
場合に時価評価しない事になるし，また経過措置として平成18年12月31日
50 (50) 第 49 巻第 1 号
以前に開始する連結事業年度においては．最初の連結事業年度開始のHの
5年前の日は平成14年 1月1日とする。そこで．平成18年12月31日以前に
開始する連結事業年度においては，平成14年 1月1日前に存在する100%
子会社は実質的に時価評価の対象とならないためにそれまでは問題がない
ことになったので， この時期を利用することでの連結納税制度の採用が必
然的に今後増加するであろう。
終わりに
この 2年間にわたって連結納税制度の企業の対応動l句を調布し，そのト
でH本企業の連結納税制度に対する認識やアメリカ等の比較を行って今後
の課題を指摘した。今[n]アンケート調介にご協）Jドさった同答会社に対し
て感謝いたしますQ
（付記：本稿は平成15年度文部科学省・科学研究費補助金基盤研究 (C. 
2) の研究成果の一部である。なお，今回の分析報告と文責は全て筆者に
ある。）
